
く7,外国人労働者-高度人材の受入れを促進する

襲が国の経済社会の括性化に資する人材を確保する-療として-世界で通用

する専門的な知識や技術を有する外国人については-受入れを積極的に促進す

るoその際ー専門的な知識や技術を有する労働者とーなりうる留学生の就職支援
の見直し.拡充の取組を進めていくo

-方,将来の労働カ人口の減少をにらんで,外国人労働者の受入れの範囲を

拡大すべきとの音見もあるが,労働カ需給推計の結果をみると1今後労働力人

Ej,は減少していくとはVlえその減少速度や今後の政策的努力の効果も考慮す

れば,少なくとも当面は労働力供給の大幅な不足は見込まれないoこうした状

況を前提とすれば,労働力不足-の対応として外国人労働者の受入れを安易に

考えること.は適当ではなく-まずもって若者,女性l高齢者とJvlった国内の労

働者が括躍できる環凍の整備を図るo

現在は専門的.環術的分野とは評価されていなvl分野におけ.る外国人労働者

の受入れについては,業種.職種ごとの労働力雫給の凍軌本丸当該分野で
育成すべき若者の能カ向上.磯会が阻害されることにならなbllか,またl受け

入れた場合の国良生括に与える影響ー受益者による社会的なコスト負担のあり-

方を勘案する等ー総合的な観点から対処する45o

特に1 Vlわゆる単純労働者の受入につt,1ては,景気変動等から必要なくなっ

た等とVlってすぐに本国に送り.返せるものではなく,受入れに当たってはその
家族.も含めた受入れのための社会全体での準備とコストが必要となることか
ら- 引き続き慎重に対応するD

また,.日系人労働者の走住化に伴う諸間題に対応し1必要な対策を検討して

いく.o

さらに,入国.在留管理と連携した外国人労働者の就労管理のあり方につい

て確実に検討を行う46o

外国人労働者の受入れは1単にr労働力Jとしての受入れにとどまらずl産.

業梼造や国民生括等1経済社会に大きな影響を与える-問題であることはもとよ

り,欧米諸国の例にもみられるように,国の根幹に関わるものであることから,

45 r経済財政違営と構造改革に関する基本方針2005J e2005年6月閣嵩決定Iにおいて臥r海外人材を括

用するため,高度人材の受入れを促進す争とともにl現在は専門的.技術的分野とは評価されていない分
野における外国人労働者の受入れについてl国民生活に与える影響を勘案し稔合的な観点軒ら検討するJ
としている.また,法務省が2005年3月にと.9まとめたr第3次出入国管理基本計軌で臥専門的.技
術的分野における外国人労働者の受入れを推進するこ.ととしてVlるが1我が国経済の括力及び国民生括の
水準を繕持する必要阻国民の意識友び我が国の経済社会の状況等を勘案しつつ1現荏では専門的.技術
的分野に薮当するとは評価されなt,1分野における外国人労働者の受入れにつVYて着実に検討してVlくこと
としている8

46 r経済財政運営と梼造改革に顔する基本方針2005Jく2005年6月閣議決j引において軌国民の安全.安
心の確保の観点からI r外国人の入国後の夷態についてチェックする仕組みを検討する.Jとしている.
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